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1. プロジェクト評価とフィードバック 

経済産業省、文部科学省等で H27に進められてきたプロジェクトに対して、成果を含め

て、ロードマップの上での位置づけを再評価する事が必須である。ロードマップをローリ

ングする為にも、国民の税金を使ったプロジェクトのアウトプットが、どのようにロード

マップ上に位置付けられているのかを明確化する事。また、その成果をロードマップの要

求事項などと比較し、プロジェクトへのフィードバックを行う事が重要。また、成果をロ

ードマップへのフィードバックに活用する事も必要である。 

 

具体的な例としては、ロードマップを大きく進める成果を高く評価し、次年度に、より

充実させる事などの対応をとるべきである（逆も有り）。なお、成果に対するコストとの比

較も必要であり、有効なプロジェクトへのコスト再配分も検討に値する。 

 

 

2. 基盤安全研究における規制委員会との協調 

原子力規制委員会は、その設置法第１条に「原子力利用に関する政策に係る縦割り行政

の弊害を除去」するために設置すると書かれている。しかし、特に安全研究や人材育成に

ついて、現実には原子力利用に関する政策に掛かる縦割り行政を、さらにもう１機関設置

した格好になってしまっている事を危惧する。 

限られた国民の税金を有効に活用するためには、基盤安全研究等はロードマップに従い

実施し、その上で、成果の評価を、それぞれの部署が「独立に」行う事が必須である。ま

た、規制委員会からのローリングへの参加が無いと、国民の税金の無駄遣いにもつながる。

国家として、強力な対応が必要である。 
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